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【トピックス】 
 

保険会社向けの総合的な監督指針の一部改正について 
  

 

金融庁は、平成 18 年２月 28 日、「保険会社向けの総合的な監督指針」（以下「監督指針」といいま

す」）を改正しました。 

今回の改正は、①「契約概要」・「注意喚起情報」書面等への対応、及び②広告審査体制の充実を促

すための監督指針改正、という２つの点について行われておりますので、以下にその概要を説明させ

ていただきます。 

 

Ⅰ．「契約概要」・「注意喚起情報」書面等への対応 

１．改正の経緯 

（１）「保険商品の販売勧誘のあり方に関する検討チーム」において、平成 17 年７月に公表した

「中間論点整理～保険商品の販売・勧誘時における情報提供のあり方～」では、次のような整 

理が行われました。 

   ① 保険商品の販売勧誘時の説明について以下の施策を行うことが有効 

・一般的な消費者であれば理解しようとする意欲を失わない程度の情報量に限定した重要事

項を定める 

・商品分野ごとに最低限の重要事項を明確化する 

② 重要事項の明確化のため、以下の分類に情報を整理し、顧客に提供すること 

・顧客が保険商品の内容を理解するために必要な情報（以下、「契約概要」という。） 

・保険会社が顧客に対して注意喚起すべき情報（以下、「注意喚起情報」という。） 

   ③ 「契約概要」・「注意喚起情報」の内容について法令等において商品の特性等を踏まえた枠

組みを定め、商品分野ごとの細目については業界において自主ガイドラインを定めること 

  

（２）上記中間論点整理を踏まえ、「契約概要」・「注意喚起情報」に記載すべき事項の枠組み、及び

それらを記載した書面の記載方法、説明方法等について、以下のような監督指針の改正を行い、

その明確化を図ることといたしました。 

 

２．改正の内容 

（１）「契約概要」・「注意喚起情報」に記載すべき主な項目は以下のとおりとなっています。 

≪契約概要≫ 

    ①商品の仕組み、②保障の内容、③付加できる主な特約及びその概要、④保険期間、⑤引受

条件（保険金額等） 

   ≪注意喚起情報≫ 

    ①クーリングオフ、②告知義務の内容、③保険金等を支払わない場合のうち主なもの、④保

険料の払込猶予期間、契約の失効、復活等、⑤解約と解約返戻金の有無 

 

（注）「契約概要」・「注意喚起情報」を記載した書面には、保険会社における苦情・相談の受

付先の明示、及び保険会社との間で苦情の解決が図れない場合等の場合には、保険会社

が所属する協会の苦情・相談の受付先等に対して、苦情・相談の申立てをすることが出

来る旨を明示するものとしています。 

 

（２）「契約概要」・「注意喚起情報」の記載方法、説明方法等については、次のような体制を整備す

ることを規定しております。 

① 記載方法 

・例えば、文字の大きさを８ポイント以上とする等、文字の大きさ、配列等について顧客に

とって理解しやすい記載 

・使用する文言について、その平明性及び明確性の確保 

・顧客に対して、具体的な数値等を示す必要がある事項（保険期間、保険金額、保険料等）

については、具体的な数値を記載 

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20060228-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20050708-4.html
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・情報量について、例えば「契約概要」・「注意喚起情報」併せて A３両面程度とするなど顧客

が理解しようとする意欲を失わないよう配慮 

・他の書面との分離・独立 

 

② 説明方法 

・「契約概要」・「注意喚起情報」が記載された書面を読むことが重要であること、主な免責事

由など顧客にとって特に不利益な情報が記載された部分を読むことが重要であること、乗

換・転換の場合には、これらが顧客にとって不利益になる可能性があること、について口

頭により説明 

・書面の交付にあたり、顧客が「契約概要」、「注意喚起情報」の内容を理解するための十分

な時間の確保 

 

Ⅱ．広告審査体制の充実を促すための監督指針改正について 

１．改正の経緯 

   保険商品に関する広告等は、現在、新聞・テレビ、募集人等が説明時に使用するパンフレット等

様々な媒体を通じて頻繁にかつ多種多様に行われています。 

一般消費者等が広告等から受ける保険商品のイメージは、その購入意欲に大きな影響を与えるも

のであり、保険商品が多様化・複雑化している現状に鑑みて、広告等の適正な表示はその重要性を

増してきているものと考えられます。 

金融庁は、これまで、利用者ニーズの重視と利用者保護ルールの徹底を図る観点から、広告表示

に対するモニタリングを行ってきましたが、今般、各保険会社の広告審査体制の一層の充実を促す

ため、以下のような監督指針の改正を行うこととしました。 

 

２．改正の概要 

（１）適正な表示を確保するための内部規定策定上の留意点の追加 

    ・優良誤認・有利誤認の防止 

保険商品の保障内容に関する優良性や有利性を示す際に、契約者等に著しく優良又は著し

く有利との誤解を与えないために留意する必要のある事項について例示を追加しました。 

   ・客観的事実に基づく表示の確保 

      例えば、業界における最上級その他の序列を直接に意味する用語を使用する場合は、その

主張する内容が客観的に実証されているかとの記載を追加しました。 

    ・銀行窓販商品にかかる表示の確保 

預金等と誤認しないように、保険会社の保険商品であることを適切に表示しているかとの

記載を追加しました。 

 

（２）「契約概要」・「注意喚起情報」の重要性喚起 

     表示媒体や表示内容に応じて「契約概要」・「注意喚起情報」を読むことの重要性を喚起する

ための表示を行う旨を規定しました。 

 

（３）適正な表示を行うための十分な審査体制整備 

リーガルチェック等を含めた十分な広告等審査体制整備の留意点として、 

① 募集用の資料等について、本社で集中管理するなどの方法により、表示内容にかかる審査

が漏れなく行われる体制となっているか 

② パンフレット、契約のしおり等の資料等について、それぞれの表示内容の整合性を確保す

るためのチェックがなされる体制となっているか 

③ 契約者等からの苦情等において表示上の問題等が指摘されている場合には、その内容につ

いて分析し、問題が認められた場合には、改善のための適切な対応がとられる体制となっ

ているか 

を追加しました。 

 

今回の改正の主な内容は以上のとおりですが、これらの規定は平成 18 年４月１日より適用（ただし、

「契約概要」・「注意喚起情報」にかかる部分については、各保険会社においてこの日までに対応でき

ない事情がある場合には、対応できない部分につき平成 18 年９月 30 日までその実施の猶予を認め
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る。）することとなっており、金融庁としても円滑に実際の監督事務に反映させるよう努めて参ります。 

 

※ 詳しくは、金融庁ホームページの｢報道発表資料｣から「保険会社向けの総合的な監督指針の一

部改正について」(平成 18 年２月 28 日)にアクセスしてください。 

 

 

 

偽造キャッシュカード問題に対する金融機関の取組み状況 

(平成 17 年 12 月末)について 
 

 

金融庁は、1,727 の民間金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫、系統金融機関）を対象に

平成 17 年 12 月末時点における「偽造キャッシュカード問題に対する金融機関の取組み状況」につい

てアンケート調査を実施し、その結果を「偽造・盗難キャッシュカード預金者保護法」の施行日にあ

たる２月 10 日に公表しました（系統金融機関については２月 23日に追加公表）。 

なお、前回調査（平成 17 年４月末時点）の状況については、平成 17 年６月 24 日に公表しています

が、今回調査に当たっては調査項目の一部を見直しています。 

前回調査との比較で見ると、 

・ IC キャッシュカードを発行している金融機関数：６→28 

・ 生体認証を導入済みの金融機関数：２→15 

・ ATM 画面への覗き見防止フィルムの貼付を実施済みの金融機関数：352→881 

・ ATM での引き出し状況等から異常な取引を検知するシステムを導入済みの金融機関数：60→335 

・ 被害者への対応マニュアルを制定済みの金融機関数：57→258 

などという状況となっています。また、今回新たに調査を行った項目の主なものについて見ると、 

・ ATM にて類推されやすい暗証番号を個別に検知して変更を誘導する仕組みを導入済みの金融機関

数：206 

・ キャッシュカード利用限度額の任意設定が可能な金融機関数：1,561 

・ ATM コーナーの防犯ビデオカメラ映像を３ヶ月以上保存している金融機関数：1,145 

・ 被害補償に係る専門窓口を設置済みの金融機関数：310 

などとなっています。 

偽造キャッシュカード問題への対策については、各金融機関の顧客や業務の特性に応じた対応が必

要であるため、今回の調査項目への対応を画一的に求めるものではありません。しかし、「偽造・盗難

キャッシュカード預金者保護法」の施行を踏まえ、各金融機関においては被害防止策や被害発生時の

対応などについて更なる対策が期待されます。 

 

※ 詳しくは、金融庁ホームページの「報道発表資料」から「偽造キャッシュカード問題に対する

金融機関の取組み状況（平成 17 年 12 月末）について（追加）」（平成 17 年２月 23 日）にアクセ

スしてください。 

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20060228-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20060228-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20060210-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20060223-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/16/ginkou/f-20050624-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20060223-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20060223-3.html
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保険業法施行規則の一部を改正する内閣府令等の概要 
 

 

金融庁では、監督の実効性の向上を図り、保険料の合理性・妥当性・公平性を確保した上で、保険

商品の価格の弾力化を促進するため、「保険業法施行規則の一部を改正する内閣府令」及び「保険会社

向けの総合的な監督指針」の改正案について、平成 17 年 11 月 24 日（木）に公表し､12 月 26 日（月）

にかけて､広く意見の募集を行いました｡その結果、16 の個人及び団体から 33 のコメントを頂き、お寄

せいただいたコメントを踏まえ、保険会社向けの総合的な監督指針の一部を改正し、保険業法施行規

則の一部を改正する内閣府令とともに４月１日より施行することとします。 

 

１．改正の趣旨 

  保険会社の経営効率化への取組み等の経営努力を保険料に適時適切に反映させる観点から、保険

料のうち保険数理に直接よらない部分を中心に商品審査を簡素化するとともに、事業費に関する充

実したモニタリングを行うことにより、監督の実効性の向上を図り、保険料の合理性・妥当性・公

平性を確保した上で、保険商品の価格の弾力化を促進することとします。このため、保険業法施行

規則、保険会社向けの総合的な監督指針の一部の改正を行いました。 

 

２．改正の概要 

今回の改正により、以下のような簡素化を実行します。 

（１）保険料のうち保険数理に直接よらない部分の商品審査の簡素化 

   算出方法書の記載事項より、予定事業費率に関する事項を削除し、予定事業費に係る具体 

的詳細な記述を求めないものとします。 

   なお、保険業法第５条第１項第４号（保険料における不当な差別的取扱いの禁止）、同第 300

条第 1 項第５号（その他特別の利益の提供の禁止）の規定は従来通り適用されることを監督指

針において確認的に記載することとします。 

     

（注）モニタリングについては、事業費の実績と保険料の関係を把握するため商品別等に細分

化した定期報告を別途保険会社より徴求します。 

 

（２）その他の簡素化 

   事業方法書の記載事項について、監督の実効性を踏まえつつ、真に必要なものに限定します。 

 

※ 詳しくは、金融庁ホームページの｢報道発表資料｣から「保険業法施行規則の一部を改正す

る内閣府令(案)に対するパブリックコメントの結果について」(平成 18 年２月 13 日)にアク

セスしてください。 

 

 

 

国家公務員Ⅰ種試験志望者対象 霞が関官庁探訪について 

 
 

去る３月２日（木）、金融庁において３回（9:50～、13:20～、16:10～）の「霞が関官庁探訪」を開

催しました。「霞ヶ関官庁探訪」は、人事院の主催の下、各府省庁が実施する採用関係イベントであり、

国家公務員Ⅰ種試験志望者に実際に各府省庁を訪れてもらい、職員による経験談を交えた業務説明や

庁舎内の見学を通じて、官庁業務への理解を一層深めてもらうことを目的としています。 
今年も例年同様、全国各地から約 120 名に及ぶ志望者の方々に参加して頂き、誠に感謝しておりま

す。この「霞ヶ関官庁探訪」が参加者の皆さんにとって、就職活動に当たっての一助となるものであ

ったなら、そして当庁の業務に一層の興味・関心を抱いて頂けたなら、幸いです。 
さて金融庁においては、まず参加者全員を対象とした金融庁ガイダンスを実施し、現下の金融行政

を巡る状況、志望者の方々が入庁される頃の展望、金融庁の組織・役割についての概略説明を行いま

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20051124-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20051227-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20051227-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20060213-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/hoken/f-20060213-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/recruit/info/tanbou.html
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した。その後 10～15 名程度のグループに分かれて執務室、記者会見場等を見学してもらいました。そ

の後グループ毎に職員による業務説明・質疑応答を実施しました。 
参加された方々からのアンケートでは、「執務室を見学でき、日々職員が働く実際の現場の雰囲気を

感じることが出来た」、「実体験に基づいた業務説明を分かりやすくしてもらい、金融庁業務のイメー

ジがつかめた」「業務説明だけではなく、就職活動全般に親身にアドバイスしてもらえた」等のご意見

を頂きました。一方で、「より詳細な業務説明をして欲しかった」「もっと具体的な話を聞きたかっ

た」等のご意見も見られました。 
当庁では、頂いたご意見を参考に改善を図りつつ、今後も引き続き業務説明会を開催したいと考え

ています。金融、金融行政、又は国家公務員の職務に少しでも興味・関心のある方、是非ご参加頂け

ればと思います。 
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【特 集】 

お金の使い方と地域社会について考えるシンポジウム 

～お金活き活き、まち活き活き～  

第３回 

∑セッション２：｢市民による地域社会の活性化∑地域社会に貢献する 

         市民のお金の使い方を考える｣（12 月 17 日∑大阪） 

∑基調講演（櫻田内閣府副大臣）(1 月 28 日∑千葉) 

 

 

第３回は、前号に引き続き、金融庁、近畿財務局、大阪府の共催により開催した「お金の使い方と

地域社会について考えるシンポジウム～お金活き活き、まち活き活き～」のパネルディスカッショ

ン・セッション２「市民による地域社会の活性化・地域社会に貢献する市民のお金の使い方を考え

る」の模様とアンケート結果について、また、平成 18 年 1 月 28 日(土)千葉にて、金融庁、関東財務

局、千葉県の共催により開催したシンポジウムの模様の中から、櫻田内閣府副大臣の基調講演をご紹

介いたします。 

 

パネルディスカッション∑セッション２ 

 「市民による地域社会の活性化∑地域社会に 

         貢献する市民のお金の使い方を考える」 
 

● コーディネーター   生島 ヒロシ 氏 

● パネリスト(順不同)  川北 英隆  氏  高見 一夫 氏  法橋 聡 氏 

 

（生島） いよいよこれから第２部でございま

すが、「市民による地域社会の活性化・地域社会

に貢献する市民のお金の使い方を考える」という

ことでお送りしたいと思います。 

 

～法橋 聡 氏（近畿労働金庫 地域共生推進セ

ンター長）より「地域発・市民発のコミュニテ

ィ・ビジネスが地域を元気にする～支える仕組み

を地域につくろう～」と題して発表いただいた後、

法橋氏を交えて次のとおりパネルディスカッショ

ンが行われました。～ 

 
法橋 聡 氏 

（生島） さて、いよいよ第２部です。まず川

北先生からお話をお伺いしたいのですが、今小さ

な政府を目指そうとしていますが、小さな政府が

生み出す地域社会とは一体どういうものとお考え

でしょうか。 

（川北） 小さな政府と聞いて思い浮かぶのは、

日本はすごく豊かな社会だということです。そう

いう社会には本当はいろいろなニーズ、例えば、

こういう生き方をしたい、こういう生活をしたい、

こういう旅行をしたい、こういう活動をしたいと

いったニーズがあると思うのです。しかし、１億

２千万人を統括している大きな政府ではそのよう

なニーズに応えることがなかなか難しい。政府が

小さくなっていくことで、地方や地域での活動が

より活発になるきっかけができると思います。す

なわち、政府が小さくなることによって地域の工

夫が生きてくるので、例えば大阪府の住民なら単

に大阪府がどういう政策を取るのかと待つだけで

はなくて、自分たちのニーズを満足させるために

自発的に活動する社会が生み出せるのではないか

と思います。 

（生島） 高見さん。今、法橋さんのお話にも

ありましたが、コミュニティ・ビジネスが注目さ

れているのはなぜだと思いますか。 
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（高見） そうですね。今、先生がおっしゃっ

たように、まず地域の中にいろいろな課題、ニー

ズがあると思います。１つは今までサービスの担

い手である例えば、行政機関が公平性の原則や財

源上の制約などでサービスを提供しにくくなって

います。企業は今の国際競争の中で競争に奔走し

なければならないし、営利という面からどうして

も制約がありますので、そこから漏れ落ちるサー

ビスがたくさんあるのだろうと思います。 

 もう１つは、担い手が新たに出てきているとい

うことだと思います。これは、先ほどから話題に

なっている団塊の世代の方、地域でいつも暮らし

に密着されている女性の方々、社会参加を求めて

おられる傷害のある方、また、今はどちらかとい

うとニートや引きこもりが目立ってはいるのです

が、生き方を模索している若い人たちが、地域の

顔の見える関係の中で自分の在り方を探っていて、

それがちょうどマッチングしてきていると思いま

す。 

（生島） 先ほど法橋さんのプレゼンテーショ

ンの中にもありましたが、団塊の世代の方はこれ

から会社を卒業します。実際もっと働きたいのだ

けれど一応定年だから仕方なく。しかし、今まで

彼らの蓄えた力はすごく大きな物があると思うの

です。新たに、退職金を全部使うのではなくてそ

の一部を使って、また、例えば労金からお金を借

りて、新たなビジネスを起こしたいと考える人が

いると思いますが、既に先輩たちが起こしている、

あるいはこういうのがうまくいっているといった

具体例があれば教えていただけませんか。 

（高見） うまくいっているかどうかはわかり

ませんが、コミュニティ・ビジネスの講座の中で

最近目立ってきているのが、団塊の世代でもうす

ぐ退職になる 50 代半ば以降の男性です。地域へ

戻っていかれるわけです。法橋さんがうまく「地

域デビュー」と表現されましたが、地域の中で自

分たちはどう生きていくのかが大きなテーマにな

っています。 

 例えば、ある大手の通信会社の部長職にある方

が、講座に来られました。私は「IT 関係ですか

らパソコン教室でもされるのでしょうか」と問い

かけますと、「いや、先生、とんでもないです。

もうそんなことしたくないのです。だからここへ

来ているのではないですか。」という答えが返っ

てきました。「何がしたいのですか？」と聞くと

「中国茶の喫茶店」をやりたいとおっしゃいます。

「それは儲かりますか？」と問いかけますと、

「いや、儲からなくていいのです。地域のお役に

立つような形で、地域の奥さんやお年寄りにどん

どん来てもらってゆっくりしていただいて、なん

とか回ればいい。少々の赤字で、うちの嫁さんが

許してくれる範囲であれば、続けていきたい。」

とおっしゃっているのです。 

 ある意味、企業社会において利益を追求してが

んばっていた在り方から、地域へ戻られたときに

は違う価値観で生きていきたい、そこにコミュニ

ティ・ビジネスがフィットしているということも

いえると思います。 

（生島） 法橋さん。でも、そういうプランだ

ったらお金を貸しますか？ 

（法橋） 個々に判断をいたします。お金を貸

すのは本当に厳しいことですが、個々というのは

別にして、そういうお金が流れる仕組みを地域で

どうこしらえるかがスキームとしてこれから考え

ていかなければいけないところかと思います。 

 コミュニティ・ビジネスの事例であれば、高見

さんからもお話がありましたが、配布した資料の

中に本が入っております。大阪府がこの2年間、

今年の３月末まで行ってこられた事業で、助成金

を受けて事業を展開しておられる実例がこの本に

載っています。中にはホームレスの方々を支援す

るための株式会社など、本当に形態は様々です。

先ほどの高見さんの話にもありましたが、ニート

や引きこもりの問題を地域でやるために地域で喫

茶店を起こすといった例もございます。社会復帰

というのは会社に戻るということだけではなく、

地域の主人公になるような、地域で生きていける

場を創ろうということもあります。喫茶店などの

事業をやりながら事業に参画してもらう仕事など、

様々なものが動いています。例えば、吹田では、

地域通貨「いっぽ」が動いています。地域通貨と

は地域のサービスをみんなで共有して豊かにして

いこうということですが、そういった先進事例が

たくさんあったりします。 

 私も付き合いが多くて、いろいろな人と付き合

い、家へ戻りますと、「この頃あんたは NPO、ボ

ランティアっていっぱい言うてるけど、家のボラ

ンティアはどうしたん？」とよく言われます。し

かし、夜昼土日関係なしに動いておられる方は生

き生きしておられる方が多いです。 

（生島） なるほど。高見さん、素朴な疑問で

すが、NPO 法人は、「Non Profit Organization」

の略ですね。つまり非営利組織です。コミュニテ

ィ・ビジネスにおいて、ある程度営利を求めては

ダメなのですか？そんなことはないですよね。 

（高見） 営利を求めてというか、収益は必要

です。ただ、動機や目的が地域の様々な課題解決

にあるということが違う所だと思うのです。 

 付け加えたいのですが、法橋さんから事例の話

がありました。配布した資料の中にハンドブック
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というのがありますが、これは 2003、2004 年度

の２年間にわたって大阪府が立ち上げ資金を支援

をされ、立ち上がった約100のグループの事例集

です。大阪ボランティア協会が上手にまとめてい

ますが、この中の 94 ページを見ていただきます

と、大阪府が支援をされた経過が明らかになって

います。 

 例えば、テーマを決めずにどうぞ応募してくだ

さいというのが「先導的 CB（コミュニティ・ビ

ジネス）創出支援事業」です。また、それ以外に

も、今の地域課題に対して行政がテーマをリード

された「モデル提案型ＣＢ創出支援事業」があり

ます。例えば健康福祉部の場合「母子家庭のお母

さんの仕事作り」、あるいは「障害者と共に行う

コミュニティ・ビジネス事業」、環境農林部の場

合「環境にやさしい暮らし推進に関する事業」と

いったように様々なテーマが設定された結果、何

百というグループが応募して実際に100のコミュ

ニティ・ビジネスが動いているという事実を私た

ちは重視したいと思います。 

 振り返って、なぜ今コミュニティ・ビジネスな

のだろうと考えるのです。少なくとも高齢化社会

がどんどん進んできているのですが、これから地

方よりも大都市の方が高齢化が進んでいくスピー

ドが速いと言われています。特に大阪では千里ニ

ュータウンや泉北ニュータウンと大きなニュータ

ウンが戦後に開発されましたが、そこでは高齢化

が一斉に進んでいます。大規模でなくてもある地

域に行きましたら、わずか５年後に高齢化率が

50％を超えるという地域もあります。そういった

ことに対しどれだけ準備できているのでしょう。 

 単に高齢化だけではなく、家族形態もすごく変

わってきています。核家族化は最近では個族とい

われ、ひとり暮らし家庭が非常に増えています。

かつて家族が担っていたような家事や子育てを家

族ではできなくなってきています。また、地域社

会のつながりも薄くなってきて、その中で孤独死

が起こったり、あるいは子供に対する虐待が起こ

ったり、引きこもってしまったりということが起

こってきています。そういうサインが既に出てい

るということなのです。 

 そういった課題に対して対応しようとしている

のがコミュニティ・ビジネスであると感じていま

す。 

（生島） これは NPO でなくてもいいわけです

よね。 

（高見） はい。ですからまず課題解決をやっ

ているわけです。それはいきなり事業収入として

ペイできないかもしれないけれども、例えば、子

供の相談をしなければいけない、ひとり暮らしの

高齢者の方の見守りをしなければならないという、

必要だからやろうじゃないかというボランティア

精神をスタートとしています。事業収入は後の話

で、例えば会員の会費で収入をまかなったり、寄

付でまかなったり、あるいは行政の何らかの助成

金でまかなったりしながら、しかしそれだけでは

維持するのは難しいので、事業収入を確保して、

自立性を持って展開していこうとお考えいただけ

たらと思っています。 

（生島） 法橋さん、ではコミュニティ・ビジ

ネスが活性化するためには何が必要でしょうか。 

（法橋） そうですね。コミュニティ・ビジネ

スについて厚生労働省の報告書があります。雇用

創出会議の報告書だと思うのですが、コミュニテ

ィ・ビジネスの賃金水準というのがあり、平均年

収で264万円となっています。これはしっかりし

た統計がなかなか難しい世界で、一般的にコミュ

ニティ・ビジネスはそれに特化していますが、

NPO の皆さんよりは多少高いようです。とは言え、

なかなかそれで現役の方が一家をまかなう、食べ

ていけるかといえば難しいです。ですから、お金

を回し、事業を回し、キャッシュフローを回しな

がら、一番コアな方々がそれに関わりながら多少

食べていけるような仕組みをどう作るかというこ

とが重要です。事業をしっかりやればいいという

ことかもしれませんが、課題解決型事業に対して

支える仕組みを自治体なり何なりでどう形成して

いくかということでしょうか。 

（生島） 川北先生、どうですか。コミュニテ

ィ・ビジネスでお金が流れて行くためには、どう

いう事をしたほうがよろしいとお考えでしょうか。 

（川北） そうですね。１つは府や市が助成す

るということがあるのでしょう。もう１つは、事

業の担い手あるいはお金の出し手としてお年寄り

を活用するということでしょう。特にリタイアさ

れた人にとってみれば、そんなに収入を得なくて

もいいが、自分たちがもっている知識を役立てた

い、あるいは自分たちの労働力を安く提供しても

よい、もしくはそういう事業にすごく社会的な意

義を感じて寄付をしたいという方がおられると思

います。そういう意味では、コミュニティ・ビジ

ネス自身がもう少し目立って、ボランティアをし

ていただける方、労働力は提供できないがお金や

知恵は出すという方を募るということが必要だと

思います。 

 もう１つは、法橋さんが先程おっしゃったよう

に 、 地 域 の 金 融 機 関 が SRI(Socially 

Responsible Investment の略、社会的責任投資)

を行う､むしろ金融機関の CSR（Corporate 

Social Responsibility の略、企業の社会的責
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任）と言ったほうがいいと思いますが、そのよう

な観点でお金を出すということが考えられます。

地域の金融機関はその地域のニーズや状況をよく

知っていますので、それが可能だと思います。金

融機関自身が自分たちの収益の一部を地域に提供

すれば、当面は儲からないかもわからないが、将

来的にはその地域が活性化しますので、地域の金

融機関自身の状況もよくなっていくわけです。こ

のように、長い目でお金を還元していくことも必

要だと思います。 

 いずれにしても、いろいろな人たちがいろいろ

な所で支え合わないことには、多分成立しないビ

ジネスかなという気がします。 

 

 

（生島） 法橋さん、そういう点では地域の金

融機関の役割がすごく大きいと思うのですが、そ

のあたりはどうお考えですか。 

（法橋） そうですね。まさに川北先生がおっ

しゃったように地域の金融機関は地域の事情をよ

く知っている立場でもありますから、それぞれの

領域に応じて地域にお金を回すようなことをすべ

きだと思います。金融機関は間接金融ですから、

預金者の方々がその金融機関を通したお金がどう

地域に回っているのかが、なかなか見えにくいの

です。例えば、地域のスモールな事業でも地域の

人々に見える事業と連携していく金融という姿が

あれば、割と地域の方々に金融の姿が見えやすい

と思います。そういった意味では、金融機関の資

源を通してですが、最近はSRI型の預金、自分の

預金を社会に良く使いたい、極端に言えば多少リ

スクがあっても地域を良くするための仕組みであ

るのならば、そこにお金を流したいという方々も

おられます。それに対応する仕組みが、まだ金融

の中でできていませんが、そういったものを地域

につないでいく仕組みを創るのが、特に地域の金

融機関のこれからの在り方、もしくは切り口なの

かなと思います。 

（生島) 高見さん、どうでしょう。 

（高見) それに付け加えて、法橋さんからもお

話がありましたが「大阪府社会起業家育成支援プ

ロジェクト」というのがあります。この中にある

「大阪府社会起業家ファンド」の説明をさせても

らいたいと思います。 

 大阪府民の寄付でできている福祉基金というの

があります。「大阪府社会起業家ファンド」は、

その一部に枠をとり、コミュニティ・ビジネスの

立ち上げを応援するファンドとして位置づけられ

ているのです。 

 これは３つの段階から成り立っております。ま

ず第１段階はスタートアップ段階のコミュニテ

ィ・ビジネスを応援する、上限100万円までの助

成金です。私たち（おおさか元気ネットワーク）

もその一つなのですが、中間支援組織を経由して、

中間支援組織が推薦を挙げる形を取っていますが、

趣旨は、社会的課題、特に緊急性の高いもの、重

要性のあるものを発見して、新しいアイデアや発

想を持って、取り組んでいる事業計画について応

援していきます。それについては、一般のビジネ

スもそうなのですが、マーケティング調査もやり

ますし、実際に事業プランを組んであたっていく

のですが、１回やってみないと手ごたえが掴めな

いことがよくあります。それを３か月間あるいは

６か月間という短期間の間資金的に応援をするの

で、フィージビリティ調査をやってくださいとい

うのが、この第1段階です。 

 次に第２段階ですが、ステップアップし、もう

少し事業を大きくしなければならない時になりま

したら、投融資を考えなければならなくなります。

その際に法橋さんがおっしゃったような、近畿労

金や大阪ではフューファイナンスという公的なノ

ンバンクの金融機関がありますが、そういった

方々が融資の制度を作っていただいておりますの

で、中間支援組織が応援して、融資につないでい

くというのが第２段階です。 

 最後に第３段階ですが、今度はもう少し大きく

事業展開をしたいといった局面を迎えます。中に

は事業規模が売り上げ数千万円、中には億も超え

る事業所が出てきております。その場合には私た

ちは頼母子講的な、信頼関係のあるグループで基

金を作り、それを信託して何倍かの融資を受けら

れる枠を作ろうではないかという計画が進んでい

るところです。そのような形で事業の展開規模、

あるいはニーズに応じて資金調達をしていこうと

考えています。 

（生島） 具体的な例として、どの位の金額ま

で融資してくださったのがあるのですか。 

（高見） どうですかね。今、融資。 

（法橋） 労金でということで言いましたら、

NPO 法人でも不動産を担保にする場合はかなり大
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きいものもあります。担保がない場合は、1,000

万円までという制度でやっていますが、数千万と

いうことも中にはあります。先ほど高見さんがお

っしゃった頼母子講というのは、コミュニティ・

ビジネス等を先駆的にやっておられる方々が次に

続いて来られる方々のための土台を築いておこう

と、自分たちでお金を出し合って何らかの形でお

金を作って、例えばそれを労金の融資の裏打ちと

して労金に入れていただくことにより、融資の枠

を作ってしまうということです。こうしたスキー

ムをこれから考えていこうかということです。 

 それは先ほどの京都の仕組みとよく似ていて、

テーマ別や地域別で地域のお金を回して行くため

の資金循環創造の機能を作っていこうというので

す。金融機関の審査の目線だけでは、当然お金が

返ってくるかどうかという目でのみ判断しがちで

す。しかし、金融機関の審査以前のところで、

NPO もしくは市民の方自身が、その事業への融資

が地域に役立つのかどうかといった、公益性をま

ず審査するという枠組みを入れることで、地域に

本当に豊かなお金が流れる仕組みを市民と金融機

関と自治体が一緒になって作っていくというイメ

ージです。 

（生島） 川北先生、僕の知っている人がある

会社を作られて、息子さんに譲られて、のんびり

していたけれどもうイヤだと。やっぱり何かを起

こそうということで、最近また会社を作られて、

今度は上場にまで持っていくのです。65 歳ぐら

いの方です。引退されたときは、少し老けたかな

と思いましたが、最近お目にかかって、生き生き

していらっしゃるのです。サミエル・ウルマンの

言葉ではないですが、いくつになっても気持ちの

持ちようで青春はあると思うのですが、そういう

点ではいくつになっても起業する位の気持ちとい

うのは必要ではないかと思うのですが。 

（川北） それはおっしゃるとおりだと思いま

す。私の父親を見ていても、商売人だったのです

が、辞めてしまうと急に老けてしまうのです。そ

れまですごく元気だったのに動けなくなるし、足

は弱るし、頭も弱ってくるのです。私自身も老年

に足を一歩踏み入れているのですが、年をとれば、

若いときに比べて体力的に劣ってくるものの、逆

に社会がよく見えてくることがあります。世の中

の人はこういう動きをしているのだというのが見

えてきます。 

 後は、人とのつながりです。それは年齢の関数

となると思いますが、年をとるとすごいネットワ

ークを持っているはずです。そういうものを上手

く活かすような活動をやれば、老けないと思いま

す。上場まで持っていくのは特異な例だと思いま

すが、地域や社会のために役立つ仕事はいっぱい

転がっているはずですから、そういうところで能

力を活かしていただければと思います。私自身も

できる限り活かそうと考えています。 

（生島） なるほど。高見さん、例えば 50 代後

半、もうそろそろ還暦だと。NPO やコミュニテ

ィ・ビジネスにとらわれなくてもいいのですが、

このままでは終わりたくない、もう一花咲かせた

いという意味では、最近介護で特養などをすると

きには国や地域からの援助もあるのではないかと

思います。個々人の特性は置いておいて、時代の

流れを考えると漠然と何かを始めたい、一応今ま

での経験はある、いろいろなネットワークもあり

ますよと。今の時代を考えると、どういうお仕事

をされると確率的に時代のニーズにもコミュニテ

ィのニーズにも合って、これはお勧めですよとい

うのがありますか。 

（高見） 一括りで言いますと、コミュニテ

ィ・ビジネスと私は言いたいのですが、今おっし

ゃったように、まだ元気な 50 代後半の方、ある

いは60代の方、逆に70代を越えて障害を持って

しまった方もいらっしゃるのです。私の経験をお

話しますと、あるひとり暮らしの高齢者 73 歳の

男性のところにヒアリングに行ったことがありま

す。その方は、右半身に少し障害が出ているので

す。フラフラして、どう見ても働ける人ではない

のです。ところがこの方、にいろいろなデイサー

ビスとか福祉の事を紹介しても見向きもしません。

帰りに言われたのが「兄ちゃん、仕事くれや」と

いう言葉でした。何かやらせてほしいとおっしゃ

っているのです。「なんにもすることあらへん」

とおっしゃっているのです。その方は、例えばど

こかに勤務することはもちろんできないでしょう。

ところが、この方は本気でシルバー人材センター

まで行って登録もしています。 

 そういう思いに接した時に、地域の中に働きた

い、何かしたいという方がたくさんおられるのだ

と思いました。それはビジネスという普通の企業

の形になると少し荷が重くなってしまうのですが、

地域の中でコミュニティ・ビジネス、ボランティ

アグループがあると、十分働き手としてやってい

けるだろうと思います。当然、やはり商売だと考

えられる団塊の世代の方もいらっしゃるでしょう。

それはそれとして、地域のいろいろな課題があり

ます。家事支援もあるでしょうし、リサイクルの

切り口の取り組みもあるでしょう。町づくりの取

り組みもあるでしょう。どんどん取り組んでいた

だきたいと思っています。 

（生島） 川北先生、今後いろいろな意味で、

蓄えるだけではなく、よい形でお金を増やすこと
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と同時にお金を使うことでいろいろな貢献ができ

るわけですが、個人がお金を使うことは社会にど

のような影響やインパクトを与えることができる

とお考えでしょうか。 

（川北） どうなのでしょう。消費の意味では、

これから日本の人口が減っていくわけです。それ

に加えて、歳をとってくると食べる量、お酒を飲

む量が減っていくので、日本経済全体の活性度が

落ちていくのが１つの方向だと思います。ただし、

その中で個人が、ボランティアをやるために少し

足を伸ばして、例えば京都のお寺を回る趣味をも

った大阪の人が京都へ行って、仕事上培った英語

力で外国人を案内すればどうでしょう。自ずと交

通費がかかりますし、外国人と一緒に少し飲み食

いをするとか、そういうことが起こって、日本の

人口減少による活性度の低下を持ち上げる効果が

期待できると思います。 

（生島） 法橋さん。最近は間接金融に頼らな

いで直接金融でいろいろな形でファンドを立ち上

げたり、直接的にお金を投資していただきビジネ

スを始めたりする人もいるのですが、こうした中

にあって、より地域が元気になる、そして国も元

気になるという労金の役割を考えた場合、労金と

しては、どういうことをやり、また、どういう人

を応援したいとお考えですか。 

（法橋） そうですね。金融として考えました

ら、労金だけではないかもしれませんが、コミュ

ニティ・ビジネスもしくは地域貢献型事業への融

資があるわけです。今はまだまだ少ないですが、

安定的にたくさん大きくなってきた場合、それを

逆にSPCなどを通して証券化していけば、市民が

市民投資家としてお金を通してそういった事業を

サポートする側に回れるのかと思ったりします。

そういった金融技術を通じて、ボランティア等は

できないけれども、こういった事業を応援しよう

かという市民を市民投資家として参画させるスキ

ームを作る可能性も、それはそれであるのかなと

思います。また、労金だけではなく、企業の社会

貢献活動についても、時代時代はありますが、特

に関西では継続してそれなりに動いていますから、

そういう所との連携や大阪府との連携などを通し

て何か応援するためのファンドを作るなど、いろ

いろな形は考えられると思います。 

（生島） 金融がだんだん複雑になってきては

いるのですが、個人も企業をおやりの方もいろい

ろな意味で金融の知識を持っていかないと大変な

時代です。川北先生、いろいろな意味で今後生き

残っていくためには金融に関する情報をしっかり

身に付けるということが大切です。また、そうい

う意味で、金融機関や、特に高見さんがかかわっ

ているような事業などの関係で、こういうものを

使うといい形でもっとビジネスができますよ、収

益が増えますよといった情報を流していただくこ

ともとても大切な時代ですよね。 

（川北） それに関して申し上げますと、先ほ

ど前半のセッションで投資のリスク、すなわちど

こまで損する可能性があるのか、これをきちんと

考えて投資をするべきだと申し上げました。この

観点から地域ファンドのことを考えてみますと、

それはすごくいい事だと思うし、地域の活性化に

役に立つと思います。ただし、万が一の場合を考

えると、大阪なら大丈夫かもしれませんが、吹田

市とか茨木市の地域ファンドはかなりリスクがあ

るわけです。例えば、地震が来てその地域が壊滅

的な打撃を受けると、そのファンド自身が大きな

損失を生む可能性があると思います。そういうリ

スクを地域金融機関として防ぐためには、労金は

全国組織なので、それぞれの労金が作り上げた地

域ファンドを全国組織でカバーをして、全国規模

で投資できるようにすることが必要です。そうす

れば、どこかの地域が地震で打撃を受けたとして

も、他の地域がカバーしてくれる仕組みが作れる

わけです。地銀も同じです。 

 地域金融機関には全国ネットワークを使った仕

組みをぜひ作り上げていただきたいと思います。

逆に地域ファンドに投資をされる皆さん方には、

損失をある程度カバーできる仕組みがそのファン

ドにきちんとあるのかどうかを、ぜひ投資をされ

るときに質問や確認をしていただければいいと思

います。 

（生島） ありがとうございます。法橋さん、

僕は思うのですが、自分で最近いろいろな事をや

ってみて、知らない自分はもったいないと。銀行

にだけ預けておいて、これは安全だ、ペイオフの

対策も取っているということで、ゼロ金利でいく

のも安全なのですが、多少リスクを取って、それ

こそ外国の物や国内の物で分散投資して、リター

ンを狙うのも手だなと思います。それは企業にも

当てはまると思います。企業をおやりになる方も

個人も地域中心にアクト・ローカリーでいいです

が、しかし、世界的な流れで今動いているわけで

すから、シンクグローバリーが重要かなと思いま

す。だからそういう発想で、地域も大切にするの

だけれど、考え方としてはグローバルな考え方が

時代として必要ですよね。 

（法橋） 必要ですね。当然アクト・ローカリ

ーではありますが、物事はやっぱり社会的に、世

界的に動いています。大きなお金の流れがどうな

っているのかというあたりから、すべてそうです

ね。オルタナティブとは言え、「共生型の経済」
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が世界の潮流として着実に動きつつあるという大

きな脈絡の中で、グローバルに考えていきたいで

すね。 

（生島） そうですね。高見さん、そういう点

では本当にいろいろな意味で情報もきちんと提供

していただいて、それを上手く活用して、例えば

個人投資家になることもできますから、いい形で

活かしていただきたいですよね。 

（高見) そうですね。私たちももっと勉強させ

ていただいて、賢くがんばって行きたいと思って

おります。ただ、申し上げたい事は、この流れは

私たちが思っているよりも長期で強いのではない

かと思っています。 

（生島） 今のこの流れというのは、どの流れ

を指すのですか。 

（高見） コミュニティ・ビジネスの流れでし

ょうか。今は NPO 法人の形が 80％ぐらいを占め

ています。福祉系、特に高齢者、障害者に関わる

活動が多いと思いますが、もっと多様化するでし

ょうし、規模も多様化すると思います。また後で、

美男美女が写っているリーフレットをご覧いただ

きたいと思うのですが「おおさか元気ネットワー

ク」といいます。中小企業では異業種交流のよう

な形で当事者が集まって当事者が運営している組

織です。助け合いの組織であり、後から来る人た

ちを中間支援としてサポートしていこうというこ

となのですが、現在今年は月１回大阪市内でカフ

ェをやっています。誰かが発題をして自由に交流

してもらって懇親もしていくことなのですが、毎

回 30 人～50 人が来られるのです。現在、大阪府

も大阪市もいろいろな形でセミナーをやられてい

ますが、ここにもたくさんの方が来られています。

そういった意味での人の関心は非常に高いですし、

何かやりたいという人はものすごく多いと思うの

です。 

 その中では事業収入だけで回っていくような事

業で全てがいけばいいのですが、地域課題になっ

てきますと必ずしも事業収入だけでは回らないこ

ともあると思うのです。むしろ私たちの仲間の中

には儲からない課題ばかり引っ張ってきて、一生

懸命やっている方もたくさんいらっしゃいます。

これが社会的にはどうなのだろう。事業収入にな

らないからといってやめるわけにいきません。む

しろこれをどう評価するかが問われています。例

えば寄付やボランティアによる出資の部分で支え

ていくことです。あるいは行政からも支えていた

だくということで、事業を成立させていく分野が

あるのだろうと私は思っています。そういう意味

も含めて、多様な情報も入れて、私たちは賢く、

これからこの事業を伸ばして行きたいと考えてい

ます。 

（生島） ありがとうございました。本当にこ

れからのコミュニティ・ビジネスの活性化を祈念

したいと思います。 

 

 

 

「お金の使い方と地域社会について考えるシンポジウムin大阪」アンケート結果のポイント 

  

シンポジウム当日は、参加いただいた皆様に対して、シンポジウムの感想等についてのアンケートを実

施し、参加者359名のうち165名（46％）の方から回答をいただきました。その概要をご紹介します。 

 

（回答者の属性） 

・ 年齢別：50歳代50名(35％）、60歳台32名(22％）、70歳台31名(22％）、30歳台14名(10％）、 

その他 

（回答結果概要） 

・ シンポジウム全体の印象は、「有意義であった」が 52％、「どちらかといえば有意義であった」と

合せて約 94％となっており、「今後も機会があれば参加したい」という意見も多く寄せられました。 

・ 金融経済知識習得の必要性については、「感じた」、「どちらかといえば感じた」とする回答が 96％、

また、投資に対する学習意欲・投資意欲についても、「湧いた」、「どちらかといえば湧いた」とす

る回答が 83％を占めており、当該シンポジウムに参加されて金融経済知識習得、投資学習等の必

要性について十分認識していただけた結果となっております。 

・ また、地域のコミュニティ活動につきましても、「関心を持った」、「どちらかといえば関心を持っ

た」とする意見が85％であり、地域での取組みにも高い関心が伺えます。 

（主な意見） 

・ 自分で責任をもってリスクをとることの大切さがわかった。 

・ 自己責任時代を迎え金融教育の必要性を強く感じた。  
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・ 老後に対する資金の有り方を再度家族で見直していきたい。 

・ 地域社会のためにお金を使うことに関心を持った。 

・ コミュニティ・ビジネスの活動が起こっていることを知って良かった。 

など肯定的な意見の他、 

・ 金融セッションと地域セッションの関連が薄い。 

・ もっと金融のことを具体的に教えてほしかった。 

・ 必要以上に投資することを強調しない方がよい。 

とのご意見もございました。 

 

 

 

アンケートの結果、シンポジウム全体の評価は概ね好評であったものと思いますが、運営面に関し若干

ご意見をいただきました。今後、今回いただいたアンケートの結果を参考にしていきたいと考えています。
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お金の使い方と地域社会について考えるシンポジウムin千葉 

～お金活き活き、まち活き活き～  

基調講演：櫻田内閣府副大臣（金融∑経済財政政策担当）  

 

平成18年１月28日（土）、金融庁、関東財務局、千葉県との共催により、「お金の使い方と地域社会に

ついて考えるシンポジウム ～お金活き活き、まち活き活き～」をホテルスプリングス幕張アネックス館

スプリングスホール（千葉市美浜区ひび野）において開催しました。 

今回のシンポジウムは、地域住民の方々を対象に、身近な地域社会の活動を通じて、お金の使い方につ

いて考えることの重要性について理解を深めていただくことを目的とし、平成 17 年 12 月 17 日に行われ

た大阪に引き続き開催されました。なお、シンポジウムは下記のプログラムに沿って行われました。 

今号から数回にわたり、千葉シンポジウムの模様を紹介する予定で、今号では櫻田内閣府副大臣（金

融・経済財政政策担当）の基調講演について掲載します。 

 

 

≪プログラム≫ 

● 開会挨拶（小手川 大助（関東財務局長）、大槻 幸一郎（千葉県副知事）） 

● 基調講演「お金を活き活き使おう！」（櫻田 義孝（内閣府副大臣）） 

● パネルディスカッション・プレゼンテーション 

○ コーディネーター 

・ 藤沢 久美（シンクタンク・ソフィアバンク副代表） 

○ パネリスト（順不同） 

・ 神戸 孝  （FPアソシエイツ＆コンサルティング㈱代表取締役） 

・ 中原 秀登（千葉大学法経学部教授） 

・ 板庇 明  （ビジョナリー・エクスプレス㈱代表取締役社長） 

① セッション１（金融経済教育の必要性を考える） 

（プレゼンテーション） 

・ 「金融消費者教育の視点と課題」（楠本 くに代（金融消費者問題研究所代表）） 

・ 「楽しい金融学習」（河井 惠子（千葉市生活デザイン研究会会長）） 

（パネルディスカッション） 

② セッション２（市民による地域社会の活性化・地域社会に貢献する市民の 

お金の使い方を考える） 

（プレゼンテーション） 

・ 「はばたけ！！元気な中小企業 千葉県版CLOの取組みについて」 

(川村 崇（千葉銀行営業統括部業務開発グループリーダー）) 

（パネルディスカッション） 

● 総括 
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櫻田内閣府副大臣の基調講演 

お金を活き活き使おう！ 

 

 

 どうも皆さん、こんにちは。ご紹介いただきま

した金融・経済財政政策担当の副大臣を務めさせ

ていただいております、内閣府の櫻田義孝でござ

います。本日は 20 分弱の時間でありますけれど

も、宜しくお願い申し上げます。 

 

 

 実は私は農家に生まれたのですが、秋の収穫の

時期になると台風が来て作物が駄目になってしま

う、あるいは、雨でせっかく行った消毒が駄目に

なってしまうといったことを経験しまして、農業

は天候に左右されやすい職業だなと思っておりま

した。そこで、将来は天候に左右されない仕事に

就きたいなと、中でも金融に携わってみたいなと

いう思いを抱いておりました。金融は土曜日でも

日曜日でも夜でも働いてくれる。だから、私は、

人間が働いていない時も働いてくれる金融が仕事

として一番いいなと思っておりました。そんな関

係で、大学でも金融論を専攻させていただきまし

た。本日、副大臣としてこうして皆さんの前で金

融のお話ができるというのは非常に何かのご縁だ

と思います。今日は皆さんとともに、お金の基本

的なことを考えることで、価値観を共有できれば

いいなというふうに思っております。 

 我が国では、人前でお金の話をすると真面目さ

に欠けるといったイメージを持つ人が多いのでは

ないだろうかと思います。真面目という評価を得

るには、どちらかというとお金に若干疎い、余り

うるさくないぐらいの方がよいと思われています。

しかし、私たちの小さい頃と現在とでは事情が異

なってきており、お金がお金を生む時代となって

います。そして、金融というものを単にお金の融

通ということではなく、資産運用の対象としてみ

るような時代に変わってきたのではないだろうか

なと思います。 

 金融庁では、昨年の3月から6月まで、金融経

済教育懇談会を開催しましたが、やはり、お金と

いうものを意外に知らない、基礎的な知識がまだ

まだ国民の中で育ってないような指摘がございま

した。こうした事実は様々な資料、データからも

明らかでございます。15 年の 7 月に公表されま

した金融広報中央委員会の「金融に関する消費者

アンケート」の調査結果をみますと、71％の方が、

株式や債券投資についてほとんど知識がないとい

うようなデータがでております。また 57％の方

は、金融商品についてほとんど知識がない、31％

の方は、保険・年金についてほとんど知識がない

というような結果がでているところでございます。 

 しかしながら、世界に目を転じますと、日本人

のような感覚を持っている人たちばかりではござ

いません。日本では個人の金融資産に占める現

金・預金の割合が 53％ですが、アメリカでは約

13％、日本と同じように敗戦国であったドイツに

ついては 36％となっており、日本は飛び抜けて

安全性の高い現金・預金の割合が高いということ

がいえます。逆に、日本では債券・株式・投資信

託の割合が 16％と、アメリカの 53％、ドイツの

33％に比べて、極めて低いということがいわれま

す。やはり日本人は、世界の中でお金を利用する

方法に疎い部類に属するということではないだろ

うかと思います。 

 そうした現状を踏まえ、金融経済教育の意義に

ついて２つの側面からお話したいと思います。1

つは個人にとっての意義、もう1つは地域社会や

日本のとっての意義です。 

 まず、私たち個人にとっての意義を申しますと、

バブル崩壊後、今日に至る経済・社会の構造変化

やこれに伴う金融環境の変化は、非常に大きなも

のとなっております。経済全体をみますと、右肩

上がりの時代はもう既に終わり、終身雇用や年功

序列といった雇用形態にも大きく変化がみられる

ところでございます。また、昨年4月にペイオフ

が解禁され、銀行に預けていても１００％安心と

いうわけではない時代に入っております。そうし

た中で、金融商品やサービスというものが大きく

変わってきております。金融商品やサービスの高

度化、あるいは IT を含めた販売チャンネルの多
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様化というものが、急速に進展をしているところ

であります。 

 このような経済・社会・金融環境の変化のスピ

ードは速く、個人の人生設計にも大きく影響を及

ぼしつつあります。そのような中で、私たちが如

何に賢く金融というものに親しむことができるか

が、非常に大切になってくると思います。果実を

得る機会が拡大している時代でございますので、

皆様方におかれては、是非金融や経済に関わる

様々な情報を入手、分析して、自らのニーズに基

づいて金融商品を選択し、上手に資産を運用して

いただきたいと思います。 

 最近、景気回復や株価の上昇を受けて、あるい

はネット取引が便利になったことを受けて、投資

家の数が非常に増えているところでございます。

そうした中、様々な書物も出ており、「一日でわ

かる株式投資」、「外国為替で楽して大儲け」とい

うような、本も出版される時代となっています。

そのような中、外国為替拠出金取引や未公開株、

変額個人年金等を巡ってトラブルが多発しており、

金融商品の持つリスクというものに気づかなかっ

たり、騙されて損をしたりすることがないように、

心掛けなければなりません。 

 このような状況を踏まえ、国民1人１人が賢く

なるように、というのが我々の基本的な考え方で

あります。金融経済についての読み書き能力を身

につけることが必要であろうと思っております。

そして、１人１人が身につけた能力をもって、お

金を活き活きと賢く使うということが、私たちの

生活にとって以前より大切になっているのではな

いだろうかと思っております。従って、皆さん、

金融や経済についての基礎知識を是非この機会に

増やしていただければありがたいと思います。 

 次に地域社会や日本のとっての意義についてお

話いたします。日本が今後とも健全な発展を続け、

人々の生活が豊かになっていくためには、その原

動力となるアイデアや情熱を持った人たちや次代

を担う企業に対してお金をふんだんに出して、い

ろんな企業の行く末を選別しながら支援していく

ということが、非常に大切でございます。つまり、

個人や機関投資家が様々な金融商品の選択を通じ

て、事業リスクの一部を負担しながら、個人や企

業にお金を流していくということが大切でござい

ます。お金を眠らせないで、できるだけ効果的な

働き場所へ送り出すということが大切でございま

す。少し大げさなことをいうならば、お金の出し

手１人１人が、金融経済についての基礎知識を身

につけ、自らの判断でお金を活き活きと使ってい

くということにより、地域社会、日本、そして世

界をも変える可能性を持っているということでご

ざいます。 

 それでは、お金を活き活き使うためには、必要

な金融やその背景となる経済の基礎的な知識とは

いったい何でありましょうか。今までのお話から

もある程度は分かるように、単に金融商品に関す

る知識に止まらず、経済についての基本的なもの

の考え方、企業や家計の果たす役割、金融の動き

といった幅広い内容を含んでいることを理解しな

ければなりません。 金融庁といたしましては、

副教材の作成等を通じて、こうした内容を学校教

育の中でもぜひ採り上げていただけるよう、進め

ているところでございます。 

 
 

ここからは、本日のお集まりの皆さんに実生活

で役立てていただけるよう、お金を運用する際の

実践的なポイントを具体的に話させていただきた

いと思っております。 

 最初に、リスクとリターンというものについて

お話させていただきたいと思いますが、まず金融

商品はリスクとリターンを考えたときに、大きく

4 つに分類されることを知っておいていただきた

いと思います。 

 1 つ目は、元本が保証された商品でございます。

普通預金・定期預金・郵便貯金・貸付信託等がこ

れにあたります。２つ目は、元本の保証はないが、

安全性を重視した商品でございます。公社債投

信・MMF 等がこれにあたります。３つ目は、元本

割れの可能性があるが、その分高い利益が期待で

きるような商品でございます。株式・株式投信・

外貨預金・変額年金等がございます。４つ目は、

元本以上に追加負担が生じる可能性がある商品で

ございます。いわゆる先物取引等がこれにあたり

ます。 

 このように金融商品には、必ずリスクとリター

ンというものがつきまといます。リスクといいま

すと、一般には危険であるとか危ないとかという、

そういうように理解されておりますが、金融にお

きましては「結果が分からない不確実な状態」と

いうように解釈をしているわけであります。また、
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リターンについては、お金を運用したことで得ら

れる結果、いわゆる利回りというふうに解釈をし

ております。一般にリスクが少なければそれだけ

リターンが少ないということがいわれております

が、お金を運用する際には、リスクとリターンの

組み合わせというものをよく考慮して、金融商品

の選択をしなければなりません。 

 次に、自己責任ということについて申し上げま

す。正直なところ、株式や債券投資に不案内な方

にとっては、いきなり「自己責任」といわれても、

極めて違和感があるのではないだろうかと思って

おります。自己責任とはかみ砕いていけば、「納

得の行くまで商品の説明を求めて、正しく理解し

て自分自身の判断で取引し、その結果について責

任を持つ」ということだと思います。またその裏

返しとして、私たち金融庁といえども、当事者同

士が合意して行った公正な取引に対しては、口を

挟むことができないということであります。 

金融庁としては、国民の皆さんに自己責任を求

めるとともに、環境整備に真剣に取り組んでいる

ところでございます。具体的には、適合性の原則

の導入や不招請勧誘の禁止等を内容とする各種業

法の改正や、元本割れが生ずるおそれがあるよう

な場合には金融商品の販売業者に説明義務を課す、

金融商品販売法の制定といった法の整備も行って

いるところでございます。また、保険金の不払い

を起こしたような保険会社や、法令に反した外国

為替拠出金取引業者に対する行政処分も行ってい

るところでございます。 

 

 

 次にお金を運用する際の心構えについて、より

具体的にお話をさせていただきたいと思います。

せっかくホテルスプリングス幕張に足を運んでい

ただいた皆さんでございますので、是非覚えて帰

っていただきたいと思うことを5点ばかりお話さ

せていただきたいと思います。 

 第１に、「知っているもの、分かるもので運用

しましょう」ということです。世の中には数多く

の運用対象がございますが、複雑なものもありま

す。時にはありそうもない利益を約束したり、ム

シが良いお話があったりすると思いますが、分か

ったものだけ、理解できるものだけに手を出すと

いうことが重要ではないだろうかと思っておりま

す。 

 第２に、「目的に合った運用を行いましょう」

ということです。リスクの高い金融商品は高いリ

ターンが期待できる反面、元本が割れる可能性も

高くなっておりますので、普段の暮らしや商売に

必要なお金、事故や災害といった不測の事態に備

えるお金を、ハイリスク・ハイリターンの投資に

向けてはならないということでございます。また、

住宅や教育のためなど目的がはっきりしている資

金は、安全性の高い金融商品で運用するのが好ま

しいと思っております。 

 第３に、「リスクを分散しましょう」というこ

とです。1 つの金融商品に手持ちのお金をすべて

つぎ込むということは極めて危険でありますし、

万一、その金融商品が値下がりをすれば、大きな

損害を被ることになります。したがって、買い入

れ対象を分散したり、買い入れ時期をずらしたり

して、リスクを分散することが大切ではないだろ

うかと思います。 

 第４に、「信頼できるプロを活用しましょう」

ということです。自分1人で情報を集め、１から

勉強するのは大変です。銀行や証券会社、保険会

社、ファイナンシャルプランナー等非常に金融に

関して明るいプロの方々の力を借りる、そして専

門知識を活用するということが大切だと思います。

しかし、世の中には自称プロや自称専門家だとい

うような人がおりますので、プロといっても、信

頼のできるプロの方に知恵をお借りするようにし

ていただけたらと思っております。 

 第５に、「騙されたら泣き寝入りをしない。諦

めるのをやめましょう」ということであります。

先ほど申し上げました通り、金融商品も他の商品

と同じく、自己責任で買わなければなりません。

したがって、買う前によく話を聞くことはもちろ

んですが、買った後にどうしても納得がいかない

というようなことがあれば、やはりその担当者に

最後まで突き詰めて、納得がいくまで説明を求め

るということが大切でございます。自分だけでは

手に負えないような問題もあろうかと思いますが、

千葉にも消費生活センターや各業界団体の相談窓

口が設けられておりますので、ぜひ積極的に活用

していただきたいと思います。その相談窓口の場

所につきましても、配付させていただきました資

料に記載されておりますので、ぜひ利用していた

だきたいと思っております。また金融庁におきま
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しても、金融サービス利用者相談室で相談を受け

付けておりますので、ご相談いただければ相談員

が対応させていただきたいと思っております。 

 以上、お金を運用する際の心構えを5つほど申

し上げました。さらに詳しいことは後ほどパネル

ディスカッションの中でもご紹介があると思いま

すが、千葉県近隣にも金融知識の普及に取り組ん

でいる方がたくさんいらっしゃいますので、是非

お問い合わせください。また、投資クラブや自主

学習グループをつくって、金融経済知識の習得に

努めている方も多数いらっしゃいます。皆さんが

こうしたものを活用して、ぜひとも活き活きとし

たお金の使い方を実践していただきたいと思って

おります。 

 それから、最後に、本日のシンポジウムは「お

金の使い方と地域社会について考えるシンポジウ

ム」でございますので、これまでの話と地域社会

とのかかわりについて、若干述べさせていただき

たいと思います。 

 さきほど、知っているもの、分かるもので運用

しましょうというお話をしました。お金の運用先

としては、全国展開している有名な企業のほか、

地域に根づいた元気な企業ということも考えられ

ると思います。企業自身やその製品に馴染みがあ

り、実際に肌身で分かるような身近な投資対象を

探すということも考えられると思っております。 

また本日、この後のパネルディスカッションで紹

介される千葉県の地域再生計画がまさにそうであ

りますが、地域に根づいた元気な企業を意識して

応援する、地域金融機関や投資信託型のご当地フ

ァンドが全国各地に出ております。 

 また、リスクとリターンというお話を申し上げ

ました。一般的には、お金の使い方を変えた結果、

地域のお金が地域に使われるようになると、地元

の雇用が増え、小売業が潤い、またさらには街の

雰囲気が明るくなるといったような、社会的なリ

ターンが生まれる可能性もあります。千葉県の地

域再生計画は、まさにこうした観点から、地元の

中小企業を支援して活性化を図ることにより、地

域社会における倒産の減少や雇用の安定を図るこ

とを目指すものであり、地域の方々がそうした取

り組みを資金面から支えるということは、私は素

晴らしいことではないだろうかと考えております。

もちろん、個人の経済的リターンを追求してお金

を使うのか、地域社会全体のリターンを追求して

お金を使うのかは、お金の出し手であります皆さ

ん個人の価値観に依存する部分であり、その意味

で最終的な投資判断は、皆さん１人１人の責任と

なります。しかし、例えば千葉県の地域再生計画

について、こうした取り組みもあるのだというこ

とを知っていただくだけでも有意義なのではない

でしょうか。 

 その他、地域における金融経済知識の普及・習

得について、お話をさせていただきました。現在

は IT の時代であり、インターネットで実にいろ

いろな情報が流れています。しかし、高齢者の皆

さんや IT を操ることが不得意な方には、ネット

はよく分からない、とっつきにくいと思われるよ

うな方もいらっしゃると思います。そうした皆さ

んには、地域に根ざした金融経済知識の普及活動

を行っている方々や、地域の投資クラブ、学習サ

ークルの方から話を聞いてみるのも良い方法では

ないだろうかと考えております。こうした面でも、

お互いの顔がみえる地域社会の果たす役割は大き

いと思っております。 

 以上、地域社会とのかかわりに触れながら、活

き活きとしたお金の使い方について、お話をさせ

ていただきました。本日はこの後、パネルディス

カッション・プレゼンテーションが行われます。

金融経済知識を習得することの重要性を、１人で

も多くの方々に理解をしていただき、これまで以

上に当事者意識を持って、お金と付き合っていた

だければ幸いでございます。まとまりのない話で

ございますが、以上をもちまして簡単ですが、私

の話とさせていただきます。どうもご清聴ありが

とうございました。 

 

 

 

 

 

   以下、次号以降のパネルディスカッション 

に続きます。 
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【国際室から】 

ＷＴＯ金融サービス交渉について 
 

 

金融庁総務企画局総務課国際室長 神崎 康史 

 

１．はじめに 

  2001 年に開始された WTO ドーハラウンドは、現在、2006 年末の交渉妥結を目指して交渉が続けられ

ています。WTO（世界貿易機関）は、約 150 の正式加盟国を抱えた、多国間自由貿易体制の柱となる国

際機関です。 

WTO では様々な分野が交渉の対象になっていますが、金融庁が関係しているのはサービス交渉です。

広範なサービス分野のうち主に金融サービス分野を担当しており、金融庁の担当者が２ヶ月に１回程度

の頻度でWTO事務局のあるジュネーブに出張して、各国の担当者と自由化交渉を行っています。 

本稿ではWTO金融サービス交渉の概要について、交渉現場の実感に基づき個人的な見解を交えつつ説

明を試みました。なお、WTO 交渉と関係の深い経済連携協定（EPA）交渉については、アクセス FSA 第

25号（2004年12月）を是非ご参照下さい。 

 

２．金融サービス交渉の位置づけ 

  金融サービス交渉はサービス交渉の一分野です。WTO 交渉というと、国内的にはモノの貿易に関する

交渉、特に農業の関税交渉が注目されることが多いと思いますが、日本のマクロ経済構造を見た場合に、

サービス交渉の重要性は無視できません。日本全体の戦略を示した「WTO 新ラウンド交渉における基本

的戦略」（2002 年 10 月発表、外務省 HPに掲載）はサービス産業が日本経済の６割以上を占めていると

いう事実に言及しています。 

しかし、日本経済に占める割合が大きいからといって、直ちに全てのサービスがWTO交渉上重要であ

るということにはなりません。実際に交渉を進める際には、具体的にどのサービス産業がどのような業

務で国際競争力があるのかきちんと見定める必要があります。果たして、金融サービスはどのような位

置づけなのでしょうか。 

バブル経済崩壊後、我が国の金融サービス部門の国際競争力、国際的プレゼンスは、国際業務の整理

縮小に伴い低下しました。しかし、不良債権処理が一段落した今、我が国金融機関はアジアの新興市場

国を中心に再び国際業務を活性化する方向に転じつつあります。損害保険会社、銀行の国際業務拡大の

ニュースがしばしば新聞で報じられているのをご覧になった方もあると思います。また、金融自由化に

よりアジアの新興市場国の金融・経済が活性化されること自体、各国にとっても、またアジアとの経済

上の結びつきの強い我が国にとっても、意義あることです。 

このような認識から、金融庁は WTO 交渉における金融サービス自由化交渉を重視しており、2004 年

12 月に発表した「金融改革プログラム―金融サービス立国への挑戦」においても WTO 交渉への積極的

な参加を謳っています。また、政府全体でも、金融サービスはサービス交渉における最重要分野の一つ

と位置づけられています。 

 

３．WTOで何を目指すのか 

  WTO 金融サービス交渉の目標は、一言でいえば、海外に進出した我が国金融機関の活動を円滑化する

ことです。主要な先進国の金融市場は比較的開放的ですが、経済成長著しい新興市場国の中には、外資

系の金融機関を差別したり、その活動を阻害する規制を有する国があります。 

「外国の金融機関による銀行への出資は最大○○％までとする」、「外国の保険会社は○○という業務

を行ってはならない」などの様々な制限が、各国のWTOの自由化約束表に書き込まれており、これらの

制限の撤廃・緩和を巡って交渉が行われるわけです。 

海外に進出する日系企業、特に中小企業については、わが国金融機関が金融面でサポートすることが

多いことから、近年、日系企業の進出が著しいアジアの新興市場国への関心が高まってきており、金融

庁としては主にこれらの国と継続的に自由化交渉を行ってきています。 

http://www.fsa.go.jp/access/16/200412.html
http://www.fsa.go.jp/access/16/200412.html
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４．交渉の経緯とこれまで直面してきた問題 

2001 年 12 月から金融庁は主に業界団体を通じてＷＴＯ加盟国に対する自由化要望事項の調査を開始

し、その結果を参考に 2002 年 6 月に初期リクエストを提出しました。その後、初期リクエストに基づ

いて、中国、インド、ASEAN 諸国等のアジアの新興市場国を中心に二国間の自由化交渉を行いましたが、

各国からのオファーは、多少の改善点はあるものの満足のいくものではありませんでした。2005 年 2

月、主要関心事項に絞った上で改訂リクエストを提出して交渉を継続しましたが、ここでも十分なオフ

ァーを得ることはできませんでした。 

  交渉は我が国金融機関のニーズ調査→リクエスト提出→二国間の自由化交渉→相手国からのオファー

→再交渉というサイクルで進められます。プロセス自体はさほど複雑ではありませんが、具体的な成果

を得るのは簡単なことではありません。 

そもそも、リクエストを受けた国に追加的な自由化約束を行う義務はありませんから、理論的にはリ

クエストを拒み続けることは可能です。自由化約束に関する一定の基準を作って、各国に自由化をさせ

ればよいではないかと思われるかもしれませんが、サービス交渉は関税交渉とは異なり、各国が達成す

べき目標の数値化・客観化が極めて困難です。 

  また、金融サービス独自の難しさとして、金融がどの国にとっても経済のインフラ的存在であり、多

くの途上国が金融危機の経験等から自由化に慎重な姿勢を取っていること、自由化を達成済みの先進国

側から途上国に譲歩を求める一方的な構図になりがちであることなどが挙げられます。 

  また、一見瑣末なことのようですが、WTO における交渉の状況が途上国の金融当局者（WTO では「金

融専門家」と称しています）に必ずしも正確・迅速に伝わっていないことも交渉上大きな障害となって

います。本格的調整を行う前に、先進国の金融当局と途上国の金融当局が規制監督の観点も加味しなが

ら自由化の可能性について意見交換を行い、途上国の懸念を徐々に和らげていくことが、両者にとって

受け入れ可能な合意内容を探る上で大切です。しかし、金融当局の担当者が積極的に交渉に関与しなけ

ればその下地を作ることさえ難しくなってしまいます。金融庁は、EPA 交渉で培ったチャネルを活用し

つつ、アジアの新興市場国の金融当局に金融サービス交渉への積極的な関与を呼びかけています。 

 

５．金融庁の対応 

  こうした困難を乗り越えて新興市場国の自由化を促していくために我々が交渉の円滑化のために普段

から心がけていることは以下の通りです。 

  第一に、自由化推進派諸国との連携です。我が国のリクエストは、相手国によっては 20 を超える項

目数になることもあります。多くのリクエストが複数の要素を含んでいることを考えれば、実質的には

それ以上の相当数の要求をしていることになります。 

交渉では個々の要素を丁寧に議論していかなければ妥協点を見出すことは不可能ですが、これには多

大な時間を要します。サービス交渉一般に言えることですが、相手国の関連法令を事細かに調べ上げて

疑問点は逐一解消していかないと丁寧な議論はできないのです。 

従って、米国、EU などの自由化推進派メンバーと情報交換をして、効率的に議論をすすめることを

心がけています。また、自由化推進派の中で足並みを揃えていくために、交渉の基本方針についてすり

合わせもしています。 

第二に、交渉対象の絞り込みと柔軟性です。多岐に亘るリクエストを様々な国から受け取る結果、し

ばしば途上国政府の担当者は消化不良を起こしてしまいます。相手国の国内調整も念頭において、リク

エスト内容の絞り込みを行ったり、要求内容に柔軟性（経過期間の導入や自由化に範囲の限定など）を

与えたりすることが、先進国が自らのビジネス上の利害から無理やりに自由化を迫ってくるという強迫

観念を与えないためにも重要です。その際には、どのリクエスト項目がビジネス上重要か判断するとと

もに、相手国の法令や国内の動きに関する情報に基づいて実現可能性を見定めていくことになります。 

  第三に、日本政府全体の交渉方針との整合性の確保です。交渉事ですから意見交換だけで終わるはず

はなく、最終的には駆け引きによる利害調整が行われます。そうした駆け引きには、サービス分野に含

まれる各分野における駆け引きもあれば、サービス分野全体における駆け引き、更には、サービス以外

の分野も含めたWTO交渉全体の中での駆け引きがあると思います。このようなあらゆる駆け引きの場面

で、金融が我が国の「攻め」の分野として位置づけられていることが金融サービス交渉を成功に導く鍵

となります。従って、在ジュネーブの日本政府代表部の金融サービス担当者と日々連絡を取りつつ交渉

にあたるのはもちろんのこと、外務省で交渉全体を調整しとりまとめている担当者とも、リクエストの
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背景などの情報共有に務めつつ、WTO 交渉全体の観点も踏まえた方針のすりあわせを行ったり、日々緊

密な連携を図っています。 

 

６．おわりに：最近の進展と今後の見通し 

  最後になりますが、今後の見通しを考える上で、WTO 交渉の最近の動きと見通しについて触れたいと

思います。 

2006 年末の交渉期限を控えて、昨年 12 月、香港で閣僚会議が開催されました。加盟国のサービス交

渉に対する強い危機感を反映して、香港閣僚宣言では、サービスの各分野毎にプルリ交渉が開始される

ことが合意されました。 

プルリ交渉とは、一部の加盟国、より正確には、リクエストをする側とリクエストをされる側の国が

参加して行う自由化交渉です。金融サービス分野では、2006 年２月 28 日に、日、米、EU、カナダ、等

の自由化推進派の国が共同で中国、インド、ASEAN などの新興市場国に対して共同でリクエストを提出

しました。 

自由化推進派の国々はこれまで個別にリクエストを提出していましたが、この共同リクエストで統一

的な自由化目標が示されれば、メッセージがより明確に伝わるのではないかと期待しています。また、

分野別の交渉ですから、新興市場国には金融専門家を交渉の現場に派遣することが期待されており、こ

れまで以上に生産的かつ建設的な交渉を行うことができると確信しています。交渉期限まで時間は限ら

れていますが、これまでの経験を十分に活かしながら、我が国金融機関の国際的な活動の円滑化に向け

て精力的に交渉していきたいと考えています。 
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【金融ここが聞きたい！】 
※ このコーナーは、大臣の記者会見における質疑・応答（Ｑ＆Ａ）などの中から、時々の旬な情報

をセレクトしてお届けするものです。 
もっとたくさんご覧になりたい方は、是非、金融庁ホームページの「記者会見概要」のコーナーに

アクセスしてください。 

 

 
Ｑ： 今日閣議決定された金融商品取引法（いわゆる投資サービス法）の 

意義など、大臣のお考えをお聞かせください。 

 
 

Ａ： 証取法の改正という形をとっておりますけれども、金融商品というのは証券だけではなく、あら

ゆる商品の組合せ等々、非常に取扱う商品が増えてきております。そういう意味で、やはり色々な商

品、或いは業界横断的に物事を決めていかなければならないという段階になりました。 
  ２つ要素がありまして、１つは公正な取引が確保されるような仕組みも入れてございますし、ま

た投資家が自らの判断を正しい事実に基づいて行えるよう、情報開示等もしっかり書かれています。

多分、この法律の本質はこの２つに集約されるのではないかと思いますが、為替の証拠金取引とか

一昔前には考えられなかったような取引というのもどんどん出てまいっておりますので、そういう

意味では金融商品と言われるものに対して一般的な規制を及ぼすと、それによって市場も生育し、

また投資家も保護されると、このことを目標とした法律案でございます。   
 

【平成18年３月10日（金）閣議後記者会見】 

 

 

    
Ｑ： 証券取引等監視委員会がライブドア関係者を告発したことを受けて、

東京証券取引所がライブドア株の上場廃止を決めました。今回の事件

が市場に与えた教訓など、大臣の御所見をお聞かせください。 
 
 
Ａ： 一連のライブドア事件で起きたことは、典型的な証券取引法違反でございまして、風説の流布と

か偽計とか、或いは今回、有価証券報告書の虚偽記載というのは、従来から証取法の中での典型的な

違反事案でございまして、特に新しい形の犯罪ということではないと私は思っております。 
   いずれにしても、これは裁判所に公判を請求したわけですから、いずれ裁判所としての結論が出

てくると思います。 
  一連のことで、やはり株を発行する発行体の方も、また証券会社、東証、監査法人、一般的な投

資家も、やはりルールに基づいて取引が行われなければならないということが、いわば社会的な警

告として受け止められたのではないかと、私はそう思います。 
 

         【平成18年３月14日（火）閣議後記者会見】 

 

 

http://www.fsa.go.jp/common/conference/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2006a/20060310.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2006a/20060314.html
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Ｑ： 積み立て保険の商品説明で誤表示が相次いで発覚していますが、

この問題について、大臣の御所見及び金融庁の対応をお聞かせくだ

さい。 

 

Ａ： これは、恐らく意図的に行ったということよりは、契約の条文を書くときのミス、説明のミス、

担当者の理解不足等々、色々なことが重なって起きたことであると思っております。 
  しかしながら、契約者には迷惑をかけたわけですから、それについての十分補う措置は、保険会

社側でとらなければならないことだと思っております。 
 

 【平成18年３月14日（火）閣議後記者会見】 

 

 

Ａ： これは、予定利率があたかも確定利率というような錯覚を契約者が受けかねないような表現が

あったということで、個別の事案としてそういうことが分かったわけですが、どうも調べてまいり

ますと、他社にも広く及んでいるようなことですので、金融庁としては一斉に点検をするというこ

とを既に決めてございます。 

    
            【平成18年３月17日（金）閣議後記者会見】 

http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2006a/20060314.html
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【お知らせ】 

○ 大臣・副大臣・政務官への質問募集中 

 アクセスＦＳＡでは、読者の皆様から寄せられた金融を巡る大臣・副大臣・政務官へのご質問に、大

臣・副大臣・政務官が直接お答えする【大臣に質問！】、【副大臣に質問！】【政務官に質問！】のコー

ナーを設けております。「金融庁のやっている金融行政って、よくわからないんだけれど、大臣・副大

臣・政務官にこんなことを、是非、直接聞いてみたい！」というご質問がございましたら、金融庁ホー

ムページの「ご意見箱」にお寄せください。その際、ご意見箱の件名の欄には、必ず「大臣に質問」

「副大臣に質問」「政務官に質問」とご記入ください。また、本文の欄にご質問の内容をご記入下さい。

ご意見箱のコーナーには、「45 行以内」とありますが、「大臣に質問」、「副大臣に質問」、「政務官に質

問」の場合には、ご質問の趣旨を明確にさせていただくために、恐縮ですが 100 字以内に収めていただ

きますようお願いいたします。お寄せいただきましたご質問の中から１問選定させていただき、「アク

セスＦＳＡ」において大臣・副大臣・政務官の回答を掲載させていただきます。 

 

 

 

○ 新着情報メール配信サービスへのご登録のご案内 

 金融庁ホームページでは、新着情報メール配信サービスを行っております。皆様のメールアドレス等

を予めご登録いただきますと、毎月発行される「月刊広報誌アクセスＦＳＡ」や日々発表される各種報

道発表など、新着情報を１日１回、電子メールでご案内いたします。ご登録をご希望の方は、「新着情

報メール配信サービス」へどうぞ。 

https://www.fsa.go.jp/opinion
https://www.fsa.go.jp/haishin/
https://www.fsa.go.jp/haishin/
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【２月の主な報道発表等】 
１日(水) ｱｸｾｽ ・ キャピタル・インターナショナル株式会社に対する投資信託委託業者の認可 

     

６日(月) ｱｸｾｽ ・ ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社に対する投資信託委託業者の認可 

 ｱｸｾｽ ・ 第１回証券取引所のあり方に関する有識者懇談会開催 

 ｱｸｾｽ   

    

８日(水) ｱｸｾｽ ・ 貸金業の規制等に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令(案)の公表 

                             （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 株式会社ガーラの株券に係る証券取引法違反に関する課徴金納付命令の決定 

    

10日(金) ｱｸｾｽ ・ 保険業法施行規則等の一部を改正する内閣府令(案)等の公表（第三分野の責任準備 

   金等ルール整備関係）               （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 偽造キャッシュカード問題に対する金融機関の取組み状況（平成17年12月末時点） 

   の公表 

 ｱｸｾｽ ・ あおもり信用金庫に対する行政処分（東北財務局長処分） 

    

13日(月) ｱｸｾｽ ・ 保険業法施行規則の一部を改正する内閣府令等(案)に対するパブリック・コメント 

    結果の公表 

 ｱｸｾｽ ・ 第19回保険商品の販売勧誘のあり方に関する検討チーム開催 

     

15日(水) ｱｸｾｽ ・ 利根地下技術株式会社の株券に係る証券取引法違反に対する課徴金納付命令 

 ｱｸｾｽ ・ 第10回貸金業制度等に関する懇談会開催 

    

17日(金) ｱｸｾｽ ・ 預金保険法施行令の一部を改正する政令(案)及び預金保険法第58条の３第１項に規 

   定する措置に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令(案)の公表 

                            （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出について（追加要請その40） 

   及びタリバーン関係者等のリストの一部削除についての発出 

 ｱｸｾｽ ・ パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社に対する投資信託業者の 

   認可 

 ｱｸｾｽ ・ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの経営健全化計画の見直し 

 ｱｸｾｽ ・ 第２回証券取引所のあり方等に関する有識者懇談会開催 

 ｱｸｾｽ   

     

20日(月) ｱｸｾｽ ・ 会社法及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う金融庁 

   関係政令の整備等に関する政令(案)の公表（預金取扱金融機関関係） 

                            （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 銀行法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令(案)、銀行法等の一部を改 

   正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令(案)及び銀行法施行規則等 

   の一部を改正する内閣府令等(案)の公表       （パブリック・コメント） 

    

22日(水) ｱｸｾｽ ・ 会社法及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う証券取 

   引法第百六十一条の二に規定する取引及びその保証金に関する内閣府令等の一部を 

   改正する内閣府令(案)等の公表           （パブリック・コメント） 

  ｱｸｾｽ ・ 担保附社債信託法施行規則の一部改正(案)等の公表  （パブリック・コメント） 
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23日(木) ｱｸｾｽ ・ 証券取引所のシステム整備のあり方等に関する論点整理（第一次） 

 ｱｸｾｽ ・ アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ジャパン株式会社に対する投資一任契 

   約に係る業務の認可 

 ｱｸｾｽ ・ 偽造キャッシュカード問題に対する金融機関の取組み状況（平成17年12月時点） 

   （追加） 

 ｱｸｾｽ ・ 新しい自己資本比率規制の再見直し後の告示(案)並びに銀行以外の預金取扱金融機 

   関（及び銀行持株会社）に関する告示(案)に対する意見募集の結果及び各告示の最 

   終(案)の公表 

  ・ 金融行政アドバイザリー連絡会議開催 

    

24日(金) ｱｸｾｽ ・ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則、企業内容等の開示に関する内 

   閣府令その他の内閣府令の一部を改正する内閣府令(案)の公表 

                            （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 塚本證券株式会社に対する行政処分 

 ｱｸｾｽ ・ 少額短期保険事業者向けの監督指針(案)の公表    （パブリック・コメント） 

    

27日(月) ｱｸｾｽ ・ 無尽業法施行規則の一部改正(案)等の公表      （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 会社法及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う保険業 

    法施行規則(案)及び船主相互保険組合法施行規則(案)の公表 

                            （パブリック・コメント） 

  ・ 年度末金融の円滑化に関する意見交換会開催 

    

28日(火) ｱｸｾｽ ・ 保険会社向けの総合的な監督指針の一部改正(案)に対するパブリック・コメント結 

   果の公表 

 ｱｸｾｽ ・ 主要行等向けの総合的な監督指針、中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針、 

   保険会社向けの総合的な監督指針の一部改正(案)の公表（パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 保険業法施行規則等の一部を改正する内閣府令等(案)の公表（損害保険会社におけ 

   るＩＢＮＲ備金の積立ルール整備等）        （パブリック・コメント） 

 ｱｸｾｽ ・ 第11回貸金業制度等に関する懇談会開催 

    

    

※ ｱｸｾｽ マークのある項目につきましては、 ｱｸｾｽ から公表された内容にアクセスできます。 
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